
　

　

基礎調査が適切に行われていない場合の是正要求

・避難勧告等の発令に資するため、

避難勧告等の円滑な解除

　避難体制の充実・強化

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法
律の一部を改正する法律（平成26年法律第109号）（平成27年1月18日施行）

・市町村地域防災計画において、土砂災害警戒区域について、避難場所及び避難経路に関する
事項、避難訓練の実施に関する事項等を定めることにより、安全な避難場所の確保等、避難体制
の充実・強化を図る。

・市町村地域防災計画において、土砂災害警戒区域内の社会福祉施設、学校、医療施設等に対
する土砂災害警戒情報の伝達等について定めることとする。

国による援助

改正の概要

市町村地域防災計画への避難場所、避難経路等の明示

○ 土砂災害警戒区域等の指定だけでなく基礎調査すら完了していない地域が多く存在し、住民に土
砂災害の危険性が十分に伝わっていない。

○ 土砂災害警戒情報が、直接的な避難勧告等の基準にほとんどなっていない。

○ 避難場所や避難経路が危険な区域内に存在するなど、土砂災害からの避難体制が不十分な場
合がある。

　平成26年８月豪雨により広島市北部で発生した土砂災害等を踏まえ、土砂災害から国民の生命及び
身体を保護するため、都道府県に対する基礎調査の結果の公表の義務付け、都道府県知事に対する
土砂災害警戒情報の市町村長への通知及び一般への周知の義務付け、土砂災害警戒区域の指定が
あった場合の市町村地域防災計画への記載事項の追加等の措置を講ずる。

背景

・住民に土砂災害の危険性を認識してもらうとともに、土砂災害警戒区域等の指定を促進させる
ため、都道府県に対し、基礎調査の結果について公表することを義務付ける。

・国土交通大臣は、基礎調査が適正に行われていない場合、都道府県に対し是正の要求を行う
ものとする。（国は、都道府県から基礎調査の報告を受け、進捗状況を把握し公表「法に基づく基
本指針で明記」）

　

土砂災害の危険性のある区域の明示

  ③都道府県知事に対し、土砂災害警戒情報について一般に周知すること、を義務付ける。

国土交通大臣による助言、情報の提供等の援助に係る努力義務

・国土交通大臣は、都道府県及び市町村による土砂災害防止対策の推進に資するため、必要な
助言、情報の提供その他の援助を行うよう努めなければならないこととする。

基礎調査の結果の公表

円滑な避難勧告等の発令に資する情報の提供

土砂災害警戒情報の市町村への通知及び一般への周知

・市町村が避難勧告等の解除のための助言を求めることができる。国土交通大臣及び都道府県
知事が必要な助言をするものとする。

  ①土砂災害警戒情報について、新たに法律上に明記するとともに、

  ②都道府県知事に対し、土砂災害警戒情報について関係市町村の長に通知すること、


